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－ 2 － 
明らかになった。また、企業との契約件数に占める中小企業の割合の検定では、いずれの大
学類型でも法人化前後で有意差はでていない。（法人化前は 2000～2003年度の 4年分の研
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本報告書の第 2 章では、①共同研究に関する基本集計、第 3 章では②国立大学の法人化




































共同研究制度が開始された 1983 年度から 2007 年度までの契約件数の推移を図 2.1.1 に
示す。ここで示す契約件数は、国立学校のうち、大学院大学、大学共同利用機関、および、
高等専門学校を除いた国立大学法人（以下、国立大学と略す）について示している。 




















































・ 大学等技術移転促進法・ 産業技術力強化・ 産業活力再生特別措置法・ 第二期科学技術基本計画・ 知的財産基本法・ 知的財産推進計画・ 産 官連携促 税制・ 知的財産推進計画２ ０ ０ ４
国立大学法人化の影響
・ 第三期科学技術基本計画




図 2.1.1 国立大学の共同研究契約件数の推移 































































図 2.2.1 研究を実施する国立大学数の推移 
図 2.2.2は研究を実施した 1国立大学当たりの契約件数の推移を示している。 
1国立大学当たりの契約件数は、制度開始後一貫して増加基調にあるが、飛躍的に増加し
たのは 2000年度前後からである。 
－ 7 － 
 
法人化後も増加基調は変わらず、法人化前の 2003年度と後の 2007年度の比では、約 1.7
倍に増加している。しかしながら、近年（2006 年度から）伸び悩みの傾向が見え始めてい
る。 
その傾向を分析すると、例えば 2000年度から 2001年度の全国立大学の件数で 1100件強
増加したが、研究を実施した大学の数は同じであり、その間の 1 国立大学当たりの件数の
増加は純粋に全国立大学の増加件数が効いている。一方、2002年度と 2003年度では、同様






































図 2.2.2 1国立大学当たりの共同研究契約件数の推移 



































表 2.3.1 研究分野ごとの共同研究の増加 






















































































































図 2.3.2 民間等区分別研究契約件数の推移 




ある年度における共同研究の契約件数 P は、共同研究を実施した国立大学の数 N と 1 大
学あたりの平均契約件数αの積として、（１）式のように表すことができる。 



























































図 2.4.1 ⊿α／αと⊿N／Nの経年変化 
 















図 2.4.3 は⊿Pk ／⊿P の経年変化、すなわち全契約件数の変化に占める各研究分野の契
約件数変化比率の推移を示したものである。なお、2.3項で述べたように、重点分野に沿っ
た調査は 2001年度から開始されたことから、図は 2002年度から作図している。また 2004
年度は重点推進 4 分野（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料）
以外の分野は「その他」として括られて実績を調査していることから、エネルギー、製造
技術、社会基盤、フロンティア、並びに、その他の 2005年度の値は 2003年度値と 2005年
度値の差分で表している。 





























図 2.4.3 全契約件数変化に占める各研究分野の契約件数変化の比率の推移 
 




























































図 2.4.4 全実施件数変化に占める各民間等区分の実施件数変化の比率の推移 
２.５ 研究経費 
図 2.5.1 に共同研究経費（合計）と 1 大学当たりの経費の推移を示す。ここで研究経費
には、民間等機関から研究員を受け入れる場合の員費は含まれていない。また、経費デー
タの保管のある 1995年度以降を示している。 
共同研究経費（合計）は、件数の増加に比例して推移しており 2007 年度には 1995 年度
の 11.5倍（件数は 8倍）となっている。 
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図 2.5.1 研究経費の推移 
２.６ まとめ 
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（４）共同研究における大学の連携先である民間等の区分では、企業との連携が圧倒的に多





























































図では、法人化前として 2003年度（図 3.1.1）を、法人化後として 2005年度（図 3.1.2）
を、さらに、法人化後 4年目に当たる 2007年度（図 3.1.3）の 3つの年度を代表としてそ
れぞれの年度の成長状況を示している。成長は各年度の 2 年前の状況と比較してどれだけ
























































































































図 3.1.3 法人化後 2007年度の共同研究成長（2005年度比） 
－ 17 － 




























































































図 3.2.1 前年度からの共同研究契約の増加件数（大学類型別） 
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大規模大学 13 0.513 
中規模大学 27 0.707 
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図 3.3.1 国立大学法人化前後の企業との共同研究実施率 
表 3.3.1 国立大学法人化前後の企業との共同研究実施率の検定結果 
大学類型 企業との共同研究実施率 中小企業との共同研究実施率 
大規模大学 p = 0.0024 < 0.01 p = 0.6496,n.s. 
中規模大学 p = 0.0174 < 0.05 p = 0.9808,n.s. 
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図 3.3.2 図 3 大学法人化前後の地域企業との共同研究実施率 






大規模大学 p = 0.6496,n.s. p = 0.1159,n.s. 
中規模大学 p = 0.7548,n.s. p = 0.0926,n.s. 






































図 3.3.3 企業との共同研究で類似した特徴を持つ大学 
表 3.3.3 各クラスターの特徴 







































（technological position）を（１）式のベクトル Fで定義した。ここで、FKは分野 kに充
てられた研究開発費である。 
),,,( 21 kFFFF ･･･=   ・・・（１） 
さらに、Jaffe は、技術ポジション・ベクトル F の内積を用いて、i 企業と j 企業の距
離 Pij を（２）式のように定義している。Pijは、0から 1の値をとり、両企業の技術ポジシ
ョンが類似しているほど、1に近づくことになる。 


























図 3.3.4 技術分野と相手先企業業種の類似性 
                              
i Adam B. Jaffe（1986）"Technological Opportunity and Spillovers of R&D: Evidence from Firms' Patents, 
Profits and Market Value", American Economic Review, Vol.76, No.5, pp.984-1001. 
Adam B. Jaffe（1989）"Characterizing the Technological Position of Firms with Application to 
Quantifying Technological Opportunity and Research Spillovers", Research Policy, 
Vol.18,pp.87-97. 
－ 24 － 































あることに気付く。上側に位置する大学は 2001 年度の領域距離よりも 2006 年度の領域距
離の値が小さくなった大学であり、これは取りも直さず、法人化後は地域の業種分布とは
逆の方向で共同研究が行われる傾向にあることを意味している。 
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図 4.1.1 共同研究の実施実績のある企業数の割合 
 90 ～ 100
 80 ～  90
 70 ～  80
 60 ～  70
 50 ～  60
 























































































































































































































 （三大都市圏） （地方圏） 






図 4.2.1 は、共同研究の実施実績を持つ企業を対象として都道府県内と地方内の 2 つの
軸で地域内連携の状況を示したものである。 

















































































































のその大学との連携率が大きく（図の傾き 1 で示した斜線の上方に 1 大学を除いて位置す
る）、理工系中心大学はその全く逆の傾向を示していることがあげられる。 
中規模大学のうち、大学名ラベルが無きため分かり難いが、大学の地元企業との連携率
（横軸）が 40%より大きい大学は、図 4.1.2 に示した中小企業の共同研究が盛んな県に所在
する大学であり、大都市圏ではなく地方に所在する大学である。また、それらの大学は一








































図 4.2.2 地域企業との研究連携状況（大学所在都道府県内で研究連携する企業） 











実施実績のある会社が 300 社有り、そのうち、15 社が青森県の大学と連携するならば連携
率は 5%となる） 













































































































































































































































































準備した約 40 個の観測変数データのうち、極めて相関の高い観測変数（VIF：Variance 























5 大規模大学 大学類型（Appendix B 参照）において、大規模大学に区分される
                              
iii狩野裕（2002）,共分散構造分析の基礎と実際----基礎編,SSJ データ・アーカイブ 第 6 回公開セミナ
ー  http://ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp/seminar2002_1.pdf 
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大学を 1とするダミー変数 
6 運営費交付金 平成 18年度財務諸表による大学に交付された運営費交付金（金額） 












11 特許ライセンス収入 同じく、2006年度中にライセンス契約した特許により得た収入 
























































































Amosを用いた分析は、Appendix Cの図 C.1に示すように Amosの GUIを使って「パス図（変
数間の相互関係や因果関係を矢印で結び図に表したもの）」を描き、別途準備する観測変数
データと組み合わせて視覚的に実行することができる。パス図の四角は観測変数を、楕円は
                              
iv 例えば、参考文献 13,14など。 













めたモデルと含めないモデルであり、AIC を含む両者の適合度比較において No.2-b のモデ
ルがより適合度の高い結果となった。この結果から、仮説に基づく構造方程式モデルでは、






踏まえ、潜在変数 1（因子 1）は「成果創出能力」、潜在変数 2（因子 2）は「研究資源」、潜








（パス図） p χ2/df 

























0.166 1.565 0.107 0.991 0.936 0.809 
































































































































































全体評価では、χ2適合度検定において、p = 0.999 > 0.05 であることから帰無仮説は棄






































































































RMSEA 0.158 0.000 
CFI 0.854 1.000 
GFI 0.632 0.871 
AGFI 0.520 0.794 
















  （「成果創出能力」→「有望知財保有」→「産学連携ポテンシャル」間接効果 0.071） 
(3)「有望知財保有」は、「成果創出能力」に次ぐ、研究連携実現の要素となっている。 












  （「技術移転体制」→「産学連携ポテンシャル」 間接効果 0.577） 
(6)産学連携実績（共同・受託研究件数と経費）の多寡は、人・金・（もの）といった大学
の「研究資源」によって左右される要素が大きい。 















技術移転体制 有望知財保有 成果創出能力 研究資源 
技術移転体制 - 0.000 0.000 0.638 
有望知財保有 0.000 - 0.157 0.801 
成果創出能力 0.590 0.000 - -0.608 
研究資源 0.000 0.000 0.000 - 
産学連携ポテンシャル 0.000 0.448 0.907 0.000 
???????
?
産学連携実績 0.000 0.000 0.000 0.932 
技術移転体制 - 0.000 0.000 0.000 
有望知財保有 0.093 - 0.000 -0.037 
成果創出能力 0.000 0.000 - 0.376 
研究資源 0.000 0.000 0.000 - 
産学連携ポテンシャル 0.577 0.000 0.071 0.132 
???????
?
産学連携実績 0.150 0.117 0.254 0.034 
技術移転体制 - 0.000 0.000 0.638 
有望知財保有 0.093 - 0.157 0.765 
成果創出能力 0.590 0.000 - -0.232 
研究資源 0.000 0.000 0.000 - 
産学連携ポテンシャル 0.577 0.448 0.977 0.132 
???????
?
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1983年度（昭和 58年度）から 2002年度（平成 14年度）まで 
②産学連携等実施状況調査 
   2003年度（平成 15年度）から 2007年度（平成 19年度）まで 
Ｂ.受託研究データ・ベース 
③受託研究受け入れ実績報告書  
1995年度（平成 7年度）から 2002年度（平成 14年度）まで 
②産学連携等実施状況調査 
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Appendix B 大学類型 
本調査資料で用いた「大学類型」は、国立大学法人評価委員会・国立大学法人分科会・業
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Appendix C Amos による構造方程式モデリングとモデルの適合度指標 
(A) 分析手順 
Amos を利用した構造方程式モデリングは、図 A.1 に示すように、設定した仮説モデルに












































図 C.1 Amosによる構造方程式モデル分析手順 
 
















0.05< p ≦1.00 0.01≦ p ≦0.05 
RMSEA 







0 ≦RMSEA≦0.05 0.05<RMSEA≦0.08 
































(C) パス係数の評価  
パス係数（標準化係数）が 0より絶対値で十分に大きい値であり、その係数が有意（p値
が 5%より小さい）であることを検定する。（t検定） 
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